
中学校の給食方式について 

 

 本市には 9校の市立中学校があり、ひばりが丘中学校、青嵐中学校以外の中学校は令和４年度末時点にて築後

年数が 40年以上となっており、その中でも田無第三中学校は、令和４年度末時点にて築後 62年を迎え、令和 10

年に建替を行う予定となっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「西東京市学校施設個別施設計画（令和 6年度から令和 15年度）」から抜粋 

 

本審議会において、今後、市立中学校の建替を実施する際に給食室の設置を行うかどうかについて最終的には

諮問・答申をいただきたいと考えておりますが、まずは、田無第三中学校の建替について意見書をいただきたい

と考えております。 

 

 以下、「西東京市学校施設個別施設計画（令和 6年度から令和 15年度）」から抜粋。 

本市では、中学校における完全給食の開始に当た

り、小学校と同様、自校方式での実施を理想としつつ

も、質の高い給食が実施できる点や中長期的なコスト

が優れている点などを考慮し、小学校(親校)の給食室

で調理した給食を中学校(子校)へ配送する親子調理

方式を採用しました。 

ひばりが丘中学校については、(仮称)第 10 中学校

の建設計画において、中原小学校の建替期間中の仮校

舎としての使用を見据えて給食室が整備されており、

中学校としての校舎使用開始後も給食室を有効活用

するため、特例として自校方式による給食を実施して

います。 

今後、中学校の建替えにあわせて給食室設置の検討

が必要となりますが、親子調理方式による給食の提供

が今日まで順調に推移していることから、親子調理方

式による提供体制を基本としつつ、建替期間中の給食

提供体制の確保や給食室の暑さ対策の早期解決など

の課題を踏まえ、親子校の組合せの最適化を検討して

いきます。

資料２ 



◆給食方式の比較検討 

【項目での比較検討】 

実施方法 給食内容 適温での給食提供 食物アレルギー対

応 

コスト 地場農産物の使用 

全校自校調理方式 ◎ ◎ 除去食対応 〇 △ 

親子調理方式継続 

（ひばりが丘中を除く） 

○ ◎ なし ◎ ○ 

備考 小学生と中学生の味

覚の違いに対応でき

るのは自校調理方式

のみ。 

本市の親子調理方式では保温

性の高い二重食缶を使用して

おり単独調理方式と遜色ない

温度で給食を提供できている。 

食物アレルギー対

応食（除去食）を準

備できるのは、自

校調理方式のみ。 

別紙参照 農産物の納入体制（車両・人員）に課題

のある農家も多いことから納品先が 8校

増えると、使用日が重なった場合に納品

に対応できないことも想定される。 

【親子給食方式の継続における課題点】 

小学校 35人学級編成への対応 

（将来的に中学校も対応必要か） 

小学校 35 人学級編成への移行に伴う学級数の増加により、必要な配膳車、食缶、食器籠（クラスごとに食器を収納し保

管）の数が増加し、給食室内において保管、作業スペースの不足が生じている。今後、中学校学級編成において 35人編成

が導入された場合には、親子方式による中学校給食の提供が困難となる可能性もあると考える。 

配送トラック、ドライバーの人員確保 2024年問題の影響により親子調理方式の要である配送トラックのドライバー不足が懸念される。なお、現在１台で配送で

きている中学校についても今後 35 人学級編成へ移行した場合には 2 台での配送も想定されるため、今以上に配送に係る

経費は増大することが見込まれる。（ドライバー報酬、賃金の引上げ、運行台数の増大） 

災害時の対応 災害時に炊き出し等の調理に使用することができない。 

【自校調理方式とする課題点】 

施設整備 ドライシステム対応の給食室を全校で整備する必要がある。 

初期費用の他、厨房機器の必要設置数量が増加、維持管理等のランニングコストが増加する。 

栄養士、調理員 これまで通り、全校配置とした場合、栄養士の配置の他、民間委託事業者においても新たな調理員の確保と配置が必要になる（近年、調理

員の確保も困難となってきており、確保するためには調理員の待遇見直しが必要であり、当然委託料に影響が出てくる）。 

※人材不足は自校・親子いずれの場合も課題となるが 影響は、全校自校＞親子 

給食食材の納品体制 自校調理の学校が、現在の 19 校から 27 校に増加することとなる。当日納品の野菜、肉、魚などの配送体制について、納入業者との調整が

必要、状況により、一部の食材に関しては前日納品等で対応せざるを得ず、冷蔵庫、冷凍庫の増設が必要となる可能性がある。加えて、現

在の業者で対応しきれない場合には、納入業者の登録拡大に向けた対応が必要となる。 

 


